
�愛媛県告示第１４５６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更したいので、同条第２項において準

用する同法第１７条第１項の規定により、その都市計画の変更の案を

愛媛県庁及び四国中央市役所において告示の日から２週間公衆の縦

覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

四国中央都市計画道路 ３・５・３ 中央村松線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 四国中央市村松町の一部

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４５７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

八幡浜都市計画道路 ３・４・２ 白浜大平線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４５８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

八幡浜都市計画道路 �・３・５ 清滝舌間線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 八幡浜市五反田、矢野町、八代一丁目及び八

代の各一部

�������
�愛媛県告示第１４５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

八幡浜都市計画道路 �・小・１ 本町栗之浦線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 八幡浜市八幡浜、字沖新田及び栗野浦の各一

部

�������
�愛媛県告示第１４６０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

� 目 次 �
告 示

○ 都市計画の変更（一部変更）案の縦覧…………………………………１０７４

○ 都市計画の変更（一部変更）（３件）…………………………………１０７４

○ 都市計画の変更（名称変更を伴う一部変更）（６件）………………１０７４

○ 道路の区域変更（県道西条久万線）（２件）…………………………１０７５

○ 道路の区域変更（県道落合久万線）……………………………………１０７６

○ 道路の区域変更（県道松山川内線）……………………………………１０７６

○ 開発行為に関する工事の完了……………………………………………１０７６

○ 道路の区域変更（県道猪伏西谷線）……………………………………１０７７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１０７７

○ 道路の区域変更（一般国道４４０号外）…………………………………１０７７

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………１０７７

○ 道路の区域変更（県道広見吉田線）……………………………………１０７８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）……………………………………１０７８

○ 道路の区域変更（県道大茅辰ノ口線）…………………………………１０７８

○ 道路の供用開始（ 〃 ）…………………………………１０７８

公 告

○ 土地（建付地）の売払い（２件）………………………………………１０７９

○ 特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請の公告………………１０８２

監 査 公 表

○ 監査結果に基づく措置の公表……………………………………………１０８２

公営企業公告

○ 愛媛県立新居浜病院オーダリングシステム導入事業…………………１０８４

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

告 示

発 行 愛 媛 県

毎週（火・金）曜日発行 第２４２７号 平成２４年１２月７日

平成２４年１２月７日金曜日 第２４２７号

愛 媛 県 報

１０７４
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変 更 前 変 更 後

保内都市計画道路
１・４・１ 自動車専用八幡浜保
内線

八幡浜都市計画道路
１・４・１ 自動車専用八幡浜保
内線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４６１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

保内都市計画道路
３・５・２ 清水三島線

八幡浜都市計画道路
３・５・４ 清水三島線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４６２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

保内都市計画道路
３・５・３ 和田町楠町線

八幡浜都市計画道路
３・５・５ 和田町楠町線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４６３号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

八幡浜都市計画道路
�・３・１ 八幡浜駅前千丈線

八幡浜都市計画道路
３・６・７ 八幡浜駅前千丈線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４６４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

八幡浜都市計画道路
�・小・２ 白浜通り向灘線

八幡浜都市計画道路
３・６・９ 白浜通り向灘線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 なし

�������
�愛媛県告示第１４６５号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

保内都市計画道路
３・５・１ 名坂川之石線

八幡浜都市計画道路
３・５・３ 名坂川之石線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 八幡浜市保内町須川及び川之石の各一部

�愛媛県告示第１４６６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０７５
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�愛媛県告示第１４６７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４６８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４６９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２４年１２月７日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線
西条市中奥字東浦２号１７１番１から

同字２号１７１番６地先まで

旧 ３．５～７．２ ０．０７２

新 ８．６～１９．５ ０．０７２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 落合久万線
西条市丹原町明河５号２８４番１地先から

同町明河５号２７７番まで

旧 ５．４～１４．１ ０．１１４

新 １１．０～１７．０ ０．１１４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線 松山市松末１丁目１５０番１

旧 ９．４～１０．７ ０．０２０

新 １０．８～１１．９ ０．０２０

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２４中局建（開）第３５号

平成２４年１１月２６日
伊予郡松前町大字浜字萱田１０８４番２、１０８５番２、１０８８番４

伊予市米湊１７３６番地

星 山 豊 子

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西条久万線 西条市黒瀬字向乙２０２番２９

旧 ８．６～１１．０ ０．０６０

新 １２．５～１４．５ ０．０６０

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０７６
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�愛媛県告示第１４７１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 猪伏西谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字高野９２０２番２から

同町西谷字高野９２０５番２まで
平成２４年１２月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 猪伏西谷線

上浮穴郡久万高原町西谷字高野９２０２番地先から

同町西谷字高野９２０５番地先まで
旧 ４．７～１５．７ ０．１２０

上浮穴郡久万高原町西谷字高野９２０２番２から

同町西谷字高野９２０５番２まで
新 ７．４～４０．６ ０．１２０

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８９７番２から

同町西谷字古味２８９７番３まで

旧 ２７．５～３３．７ ０．０３２

新 ３２．２～４１．６ ０．０３２

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８９９番３から

同町西谷字古味３２２３番３まで

旧 ２０．４～７０．８ ０．０８６

新 ２７．７～７０．８ ０．０８６

県 道 野村柳谷線

上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８８９番４から

同町西谷字古味２８８９番２まで
旧 ２７．５～３３．７ ０．０３２

上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８８９番５ 新 ３２．２～４１．６ ０．０３２

〃 〃

上浮穴郡久万高原町西谷字古味３２２３番３から

同町西谷字古味２８９８番５まで
旧 ２０．４～７０．８ ０．０８６

上浮穴郡久万高原町西谷字古味３２２１番４から

同町西谷字古味２８９８番５まで
新 ２７．７～７０．８ ０．０８６

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０７７
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�愛媛県告示第１４７５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４７８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８９７番２から

同町西谷字古味２８９７番３まで
平成２４年１２月７日

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８９９番３から

同町西谷字古味３２２３番３まで
〃

県 道 野村柳谷線 上浮穴郡久万高原町西谷字古味２８８９番５ 〃

〃 〃
上浮穴郡久万高原町西谷字古味３２２１番４から

同町西谷字古味２８９８番５まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 広見吉田線
宇和島市三間町宮野下６０３番地先から

同町宮野下６０１番まで

旧 ４．１～５．９ ０．０２３

新 ４．１～８．５ ０．０２３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広見吉田線
宇和島市三間町宮野下６０３番地先から

同町宮野下６０１番まで
平成２４年１２月７日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 大茅辰ノ口線
西予市城川町野井川１２０６番地先から

同町野井川１１３４番地先まで

旧 ３．８～１０．０ ０．２４２

新 ６．０～３０．０ ０．２４２
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公 告

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

予 定 価 格
地 目 地 積 構 造 床 面 積

今治市玉川町大野字牛王ノ上甲１５９番１ 宅 地 １，１５９．１５� 木造スレート瓦葺
平家建外 ３４１．０６� １６，１００，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２４年１２月７日（金）から平成２５年１月２９日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの

に限る。以下同じ。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２５年１月２９日（火）午後５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交付場所並びに問合せ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大茅辰ノ口線
西予市城川町野井川１２０６番地先から

同町野井川１１３４番地先まで
平成２４年１２月７日

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０７９
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平成２５年１月９日（水）午前１１時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２５年２月１４日（木）午前１０時

� 入札及び開札の場所

今治市旭町一丁目４番地９

愛媛県東予地方局今治支局４階大会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

土地（建付地）の売払い

� 売り払う土地（建付地）の所在地、地目及び地積等

所 在 地
土 地 建 物

予 定 価 格
地 目 地 積 種 類 構 造 床 面 積

今治市桜井団地一丁目３番３ 宅 地 ８３７．８１� 共 同 住 宅 鉄筋コンクリート造
陸屋根４階建外 ８９０．９６� ８，３２０，０００円

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０８０



イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）

及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のない者の入

札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２４年１２月７日（金）から平成２５年１月２９日（火）までの執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午後５時１５分

までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県総務部管理局総務管理課財産管理グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２５５

ウ 提出方法

持参又は郵送等（書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定する一般信

書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書留郵便に準ずるもの

に限る。以下同じ。）により提出すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵送等による提出の取扱い

郵送等による提出の場合は、平成２５年１月２９日（火）午後５時１５分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書及び入札参加申込書の交付場所並びに問合せ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２５年１月９日（水）午後２時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２５年２月１４日（木）午前１１時３０分

� 入札及び開札の場所

今治市旭町一丁目４番地９

愛媛県東予地方局今治支局４階大会議室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代理金融機関

又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効とする。
� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格をもって有

効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０８１
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監 査 公 表

�公表第１６号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２４年１２月７日

愛媛県監査委員 岸 新

同 住 田 省 三

同 笹 岡 博 之

同 佐 伯 滿 孝

第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供し、又はこれらの用

に供されることを知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある団体等であ

ることが指定されているものの事務所その他これに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払う

土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２４年１２月７日

愛媛県知事 中 村 時 広

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年１１月２１日
ＮＰＯ法人
日本リラクゼーション整体安眠
ケア協会

渡 部 真 理 松山市西一万町１０番２号メゾンド
レーブ４０２号

この法人は、ストレスを抱える人達に対して、
両手の平で体を温める整体によってふれあいを
深め、心の緊張をほぐし、ストレスの原因であ
る悩みや相談を行う事業と支援スタッフの育成
事業を通じて、精神的な病気予防に寄与するこ
とを目的とする。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

障 害 福 祉 課 平成２３年９月６日

（監査の結果）

収入未済の心身障害者扶養共済年金過払金について、適切に債権管理

されたい。

調定年度 債務者数 収入未済額（円） 備 考

１９年度
及び
２０年度

１者 ３６０，０００

（措置の内容）

本人は失業中で財産等もなく、一括返納は困難なことから、月２万円

ずつを分納することで本人も了解し、毎月納付書を送付したところ、平

成２３年１１月３０日に２０，０００円が納められ、平成２４年５月末現在の収入未済

額は３４０，０００円となっている。

なお、平成２１年９月及び平成２３年１月には、本人宅を訪問し、本人の

返納意思を確認していることから、引き続き、納付状況を確認し督促す

るほか、本人及び親族の状況を把握し、早期の返納を働き掛けたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

土 木 管 理 課 平成２４年１月１１日

（監査の結果）

社団法人愛媛県建設業協会西予支部に対する平成２２年度における愛媛

県建設業複業化推進事業費補助金について、補助対象経費に補助対象外

経費を含めて算出したため、１６３，４２９円が過大に交付されていた。

（措置の内容）

過大に交付していた補助金１６３，４２９円について、平成２４年１月２７日付

けで社団法人愛媛県建設業協会西予支部から実績の再報告を受け、補助

金額の再確定を行うとともに、過大に交付していた補助金の返還命令を

行い、平成２４年２月１０日付けで当該金額の返還を確認した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

建 築 住 宅 課 平成２３年８月１０日

（監査の結果）

住宅貸付損害金について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、

より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ４，１５８，７０８ ２９，３６３，５０５ ３３，５２２，２１３

２１年度 ６２９，２２２ ２８，７３４，２８３ ２９，３６３，５０５

差引増減 ３，５２９，４８６ ６２９，２２２ ４，１５８，７０８

（措置の内容）

平成２２年度末時点における住宅貸付損害金（９９名３３，５２２，２１３円）の退

去滞納者に対しては、催告通知など回収に努めたところであるが、結果

的に入金を得ることができなかった。

また、新たに提訴した明渡訴訟により退去した者への住宅貸付損害金

９名２，０４１，４８７円が発生、催告通知など回収に努めた結果、１名６８８，０７７

円の納入があったが、平成２３年度末現在で住宅貸付損害金は、１０７名３４，

８７５，６２３円となった。引き続き地方局と連携しながら収入確保に努める

とともに、より一層の収入未済額の縮減に努めてまいりたい。

愛 媛 県 報平成２４年１２月７日 第２４２７号

１０８２



区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １，３５３，４１０ ３３，５２２，２１３ ３４，８７５，６２３

２２年度 ４，１５８，７０８ ２９，３６３，５０５ ３３，５２２，２１３

差引増減 △２，８０５，２９８ ４，１５８，７０８ １，３５３，４１０

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 地 方 局 建 設 部 平成２３年７月２２日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、一

層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ２，３０６，２００ ４，７３３，７００ ７，０３９，９００

２１年度 ２，１６７，４８２ ４，６５４，５００ ６，８２１，９８２

差引増減 １３８，７１８ ７９，２００ ２１７，９１８

（措置の内容）

県営住宅貸付料については、平成２２年度末時点で７，０３９，９００円（６２名）

の収入未済額があった。

滞納者及び保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪問などを行い納

付指導に努めた結果、１，５２０，０００円（２７名）の納付があったが、平成２３

年度新たに２，３０５，３００円が未収となったことから、平成２３年度末現在の

収入未済額は７，８２５，２００円であった。

悪質な長期滞納者に対しては、明渡し請求の訴訟も提起している。

今後とも住宅貸付料の納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰

越額の回収に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 総 務 企 画 部
平成２３年７月２５日、
平成２３年７月２７日

（監査の結果）

県税について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引き続き

努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 １４２，７７８，４０８ ３５５，９９２，２９０ ４９８，７７０，６９８

２１年度 １７８，３７２，３５７ ３４８，０６５，５２６ ５２６，４３７，８８３

差引増減 △３５，５９３，９４９ ７，９２６，７６４ △２７，６６７，１８５

（措置の内容）

滞納となったものについては、滞納整理方針及び数値目標に基づき計

画的な滞納整理に努めるとともに、滞納整理強化月間の設定、夜間・休

日の電話催告、差押えの早期着手と換価処分の促進、局独自の文書催告

などを実施し、滞納整理に努力した結果、平成２３年度に繰り越した未収

入金４９８，７７０，６９８円が平成２４年３月３１日現在で３２９，１６０，８１０円に減少した。

平成２３年度課税分については、自動車税納期内納付キャンペーン（啓

発活動、コンビニ収納の実施など）や口座振替の推進、広報による啓発

などにより納期内自主納税の促進に努めたほか、個人県民税の徴収確保

対策として平成２２年度に引き続いて「個人住民税徴収確保プロジェクト」

に取り組んだ結果、出納閉鎖時の未収金は１１１，６６９，９９３円となり、前年

度に比べて３１，１０８，４１５円減少した。

今後も、納税秩序を確立し、税収の確保を図るため、県税の納期限内

の収入確保とともに滞納繰越分の整理に努めたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２３年度 １１１，６６９，９９３ ３２９，１６０，８１０ ４４０，８３０，８０３

２２年度 １４２，７７８，４０８ ３５５，９９２，２９０ ４９８，７７０，６９８

差引増減 △３１，１０８，４１５ △２６，８３１，４８０ △５７，９３９，８９５

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
平成２３年７月２５日、
平成２３年７月２７日

（監査の結果）

賠償金（公用車事故に伴うもの。）について、納期限内の収入確保に

努めるとともに、収入未済金を適切に債権管理されたい。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

２２年度 １者 ２４１，７７５

（措置の内容）

愛媛県債権管理マニュアルに基づき、平成２３年４月６日から毎週催告

（電話・訪問・文書）を行った結果、平成２４年２月にようやく分割納付

による履行期限延期申請が提出されたため、これを承認し、計４８回の月

払いを約束させた。

この措置に伴い、平成２４年３月２７日に第１回目の分割金５，０００円が納

付され、その後も順調に毎月の納付が履行され、平成２４年８月末までの

納付（６回）を確認している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局 八 幡 浜 土 木 事 務 所 平成２３年７月２７日

（監査の結果）

住宅貸付料について、納期限内の収入確保と収入未済額の縮減に、引

き続き努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２２年度 ５３，９００ １，８５８，４００ １，９１２，３００

２１年度 ７０，８００ １，８９２，８００ １，９６３，６００

差引増減 △１６，９００ △３４，４００ △５１，３００

（措置の内容）

平成２２年度末時点における県営住宅貸付料滞納分（７名１，９１２，３００円）

については、滞納者及び連帯保証人に対し、督促状の送付、呼出し、訪

問指導及び敷金の充当などを行い未収金の徴収に努めた結果、平成２３年

度において７１，４００円の納付があり、平成２３年度末時点の滞納分は、６名

１，８７５，３００円となった。
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公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２４年１２月７日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

１ 入札に付する事項

� 事業名

愛媛県立新居浜病院オーダリングシステム導入事業（以下

「本事業」という。）

� 事業実施場所

愛媛県新居浜市本郷三丁目１番１号

愛媛県立新居浜病院

� 事業内容

入札説明書等による。

� 事業期間

契約締結日から平成３０年９月２３日まで

２ 入札に参加する者に必要な資格

� 応募者等の構成

ア 入札に参加できる者は、本事業を実施するために必要な能

力を備えた単独法人又は複数法人グループ（以下「応募者」

という。）とする。

イ 応募者は、入札説明書等に示す、本事業におけるシステム

構築等を実施する法人（以下「システムベンダ」という。）

及び県と賃貸借等に関する契約を締結する法人（以下「リー

ス会社」という。）で構成されるものとする。なお、システ

ムベンダがリース会社を兼ねることは可能とする。

ウ 応募者を構成する法人の中から、入札手続きを主体的に行

う１法人（以下「代表企業」という。）を定め、一般競争入

札参加資格要件確認申請書で明らかにしなければならない。

� 参加資格要件

応募者を構成する法人はいずれも愛媛県知事の審査を受け、

平成２４年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格

を有すると認められたもので、次の事項全てに該当するもので

あること。

ただし、「イ」に規定する要件については、複数法人グルー

プで本入札に参加する場合には応募者を構成する法人のいずれ

かが満たしていればよいものとする。

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

イ この公告で示す物品を賃貸借期間の開始までに確実に納入

できることを証明した者であること。

ウ 一般競争入札参加資格要件確認基準日において、愛媛県知

事が行う入札参加資格停止措置の期間中にない者であること。

３ 入札説明書の交付

� 交付期間

公告の日から平成２５年１月４日（金）までの執務時間中（月

曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律

第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時３０分から午後

５時１５分までをいう。以下同じ。）（ただし、平成２５年１月４

日（金）は午後５時００分まで）

� 交付方法

６�に掲げる場所で交付する。
４ 入札参加資格要件の確認

� この一般競争入札に参加を希望する応募者は、一般競争入札

参加資格要件確認申請書及び必要書類（以下「参加資格要件確

認書類」という。）を提出して、入札参加資格要件の確認を受

けなければならない。

� 参加資格要件確認書類の受付け

ア 受付期間

公告の日から平成２５年１月４日（金）までの執務時間中

（ただし、平成２５年１月４日（金）は午後５時００分まで）

イ 受付場所

６�に掲げる場所で受け付ける。
ウ 提出方法

持参により提出すること。

エ 入札参加資格要件の確認の結果は、参加資格要件確認書類

を提出した応募者の代表企業に対して、平成２５年１月８日

（火）までに、書面により通知する。

オ その他

� 参加資格要件確認書類の作成等に係る費用は、応募者の

負担とする。

� 提出された参加資格要件確認書類は、返却しない。

� 詳細は、入札説明書等による。

５ 入札の手続

４により入札参加資格要件の確認を受けた者は、入札説明書等

で規定する入札書及び入札金額内訳書（見積書及び見積金額内訳

書）を持参により、�に示す開札日時に開札場所にて提出するこ
と。

� 開札の日時及び場所

ア 日時

平成２５年１月１８日（金）午前１１時００分

イ 場所

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県公営企業管理局大会議室（愛媛県庁第二別館２階）

� 入札方法

ア 入札書に記載する入札金額は、平成２５年９月２４日から平成

３０年９月２３日までの５年間における、保守を含む、１月あた

りの借入代金を記載すること。なお、詳細については入札説

明書等を参照すること。

イ 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費

税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する

金額を入札書に記載すること。

６ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

また、平成２３年度現年度分については、鋭意督促に努めた結果、平成

２４年５月末の出納閉鎖までに全額が納付され、完納となった。

なお、退去者の滞納家賃５名分（１，８０７，７００円）については、本庁に

おいて民間会社に回収委託している。
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� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの規

定による。

� 入札の無効等

ア 入札参加資格要件を有しない者及び入札参加資格要件確認

申請において虚偽の申請を行った者の提出した入札書並びに

入札説明書において示した条件等入札に関する条件に違反し

た者の提出した入札書は、無効とする。

イ 入札参加資格要件を有することを確認された者であっても、

入札時点において入札参加資格要件を失っているときは、そ

の者の提出した入札書は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県公営企業会計規程第１７６条において例によることとさ

れる愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定

価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者

を落札者とする。

� 契約条項を示す場所及び問い合わせ先

愛媛県公営企業管理局総務課

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 （０８９）９１２―２７９４

� その他

詳細は、入札説明書等による。

７ Summary

� Nature and quantity： Project of The Ordering System for

Ehime Prefectural Niihama Hospital

� Time limit of tender：１１：００ a．m．，１８ January２０１３

� For further information， please contact： Property

Management Section，General Affairs Division，Public

Enterprise Administration Bureau，Ehime Prefectural

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

TEL０８９―９１２―２７９４

平成２４年１２月７日 発行
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